








































第 1章 子どもの消費者教育に関する研究動向 









 第 3 章 家庭における消費者教育の枠組み 
 第 4 章 服装選択場面における「意思決定」の構造 

































































































































240 万 t と推定され 16)，繊維製品消費のうちの衣類の廃棄量注8）については，年間 100 万 t































































（Gerzemza et al;2011）。 
とはいえ，「環境配慮」と一口に言っても，何が最も環境に配慮したものであるかを特
定することは難しい。例えば，コットンの原料となる綿花は害虫に弱い植物であるため，
























品ロス」は，日本では年間 500 万ｔ～800 万 t であり，そのうち家庭における食品ロス





ユースされる割合は 13.4％，反毛･ウエス等へのリサイクルが 11.3％，リペアは 1.63％
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であり，リユース，リサイクル，リペアを含めた衣服の 3R 率は全排出量のわずか 26.3％
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図表 2 は年代別抽出論文数を表している。先行研究の動向調査では，10 年を一区切りと
する場合 15）や，年代を前半・後半のように区切る場合 16），調査期間中の節目となる年で区
切る場合 17）等があるが，本研究では 1980 年代，1990 年代，2000 年代のように 10 年を一区
切りとした。 
これによると，子どもの消費者教育に関する研究の報告数は 1980 年代に 16 編，1990 年


























計 16 14 17 47 
 
 




は「その他」とした。1981 年から 1988 年までに掲載された論文にはキーワードが記載され
ていなかったため，タイトルの文言から単語を抜き出してキーワードとした。重複するキー
ワードもあるため，図表 3の合計数と，図表 4のキーワード数は一致しない。 









































計 32 57 76 165 
 
図表４ 年代別出現キーワード 
























































































































































 1980 年代 1990 年代 2000 年代 
※ 抽出論文に掲載されたキーワード等より筆者作成 
 



















































































3.3.3. 2000 年代 
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調査」2」を行った。対象は第 1 子として 0 歳から中学 3 年生（15 歳）までの子どもを持つ
親（有効サンプル数 11,145）である。調査項目は，第 1 子にかかる衣類・服飾雑貨費，食
費，生活用品費，医療費，保育費，学校教育費，学校外教育費，子どもの携帯電話料金，
おこづかい，お祝い関係費，子どものための預貯金・保険，レジャー・旅行費で，週・月・
年単位で収集したデータから，第 1子 1人当たり年間子育て費用額が推計されている。 
その観察結果によると，第 1 子 1 人当たりの子育て費用額は，調査対象者全員を平均す
ると，年間 1,168,935 円であった。図表 5 に示したように，就学区分ごとでは，未就園児


















































児の約 1.5 倍の子育て費用がかかっている。 
費目ごとにみると，「食費」はどの就学区分でも支出が多く，子育て費用の約 20%を占め
ている。未就園児では「子どものための預貯金・保険」に約 20 万円（23.6％），と「生活










3.2. 子育ての負担や悩み―21 世紀出生児縦断調査― 
「21 世紀出生児縦断調査」3）～12）は，21 世紀の初年に生まれた子どもの実態及び経年変
化の状況を観察する追跡調査として，厚生労働省が 2001 年から継続的に行っている調査で




第 1回から第 10 回までの回答をまとめたものである。これをみると，これまでの調査で平
均 78％の人が子育ての負担や悩みを抱えていることがわかる。子どもが 3 歳 6 か月のとき
（第 4 回調査）は，子育ての負担や悩みがある人の割合が最も高く 87.0％である。一方，
負担や悩みがある人の割合が最も低いのは子どもが 8 歳・小学校 2 年生（第 8 回調査）の
ときで，68.9％である。負担に思うことや悩みの内容としては，子どもが 3 歳 6 か月まで
は「自分の自由な時間が持てない」，「子育てによる身体の疲れが大きい」などの精神的・




ではない。図表 7の右端に示した 1か月の平均子育て費用注2）をみると，子どもが 4 歳 6 か














は平成 17 年度と平成 22 年度の 2 回にわたって「子どものくらしとお金に関する調査」13）
14）を行っている。これらの調査を比較すると，おこづかいをもらう年齢は低下傾向にある。
平成 22 年度の調査では，小学生の約 80%，中学生・高校生の約 90%がおこづかいをもらっ
ており，平均月額は小学校低学年で 949 円，中学年 896 円，高学年 1,087 円，中学生は 2,502
円，高校生では 5,305 円であった。 
平均年間子育て
費用総額（万円）
84 455 441 455 489 93 88 94 104 120 116 122 111 106 113 115 124 127 153 153 161
平均世帯年収
（万円）
536 592 610 641 682 574 563 543 562 571 580 582 597 614 620 636 639 648 659 693 693
(注）
(出所） 内閣府政策統括官（共生社会政策担当）インターネットによる子育て費用に関する調査報告書.





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図表 11 子どもの衣服消費に関する動向 
 




























































グわかる』 こう書房（2005），佐山周・大枝一郎 『1 秒でわかる！アパレル業界ハンド
ブック』 東洋経済新報社（2011），岩崎剛幸 『アパレル業界の動向とカラクリがよーく




















































































































































































2006 ゲーム類 40.5％ ファッショングッズ 19.5％ 本・マンガ・雑誌 19.1％ ｎ=0,220
2007 ゲーム類 10.2％ 本・マンガ・雑誌 06.3％ スポーツ用品 05.8％ ｎ=1,297
2008 ゲーム類 08.5％ ファッショングッズ 07.2％ スポーツ用品 06.4％ ｎ=1,406
2009 ファッショングッズ 09.1％ ゲーム類 08.2％ 本・マンガ・雑誌 05.8％ ｎ=1,465
2010 ゲーム類 09.8％ ファッショングッズ 09.2％ スポーツ用品 07.2％ ｎ=1,388
2011 ゲーム類 12.1％ ファッショングッズ 11.50% スポーツ用品 10.1％ ｎ=1,659
サンプル数
2005 ファッショングッズ 23.6％ ゲーム類 16.1％ 本・漫画・雑誌 14.8％ ｎ=0,398
2006 ファッショングッズ 31.9％ ゲーム類 27.5％ 本・マンガ・雑誌 25.9％ ｎ=0,386
2007 画像・音楽 15.7％ ゲーム類 14.1％ ファッショングッズ 13.5％ n=1,688
2008 画像・音楽 16.1％ ファッショングッズ 15.0％ ゲーム類 14.5％ n=1,730
2009 ゲーム類 17.0％ 画像・音楽 16.2％ ファッショングッズ 15.7％ ｎ=1,668
2010 ファッショングッズ 15.8％ ゲーム類 15.7％ 画像・音楽 13.6％ ｎ=1,639
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日本 PTA 全国協議会；「平成 23 年度 マスメディアに関するアンケート調査 子どもとメ 
 ディアに関する意識調査 調査結果報告書」（2011） 








































念）について，全米消費者教育研究所 US･NICE（National Institute for Consumer Education 



















































育学会誌』21 編，の計 148 編が抽出された。図表 13 は各抽出論文中において調査・研究さ
れた衣生活行動をカウントしたものである。ただし，いくつかの衣生活行動について言及
している論文もあったため，複数カウントとしている。 
衣生活行動研究は，着用，着装等の衣服の使用行動に関するものが も多く 101 編で言
及されていた。次いで，衣服の調達，購買等の入手行動が 61 編，洗濯，保管，修繕等の管




図表 13 衣生活行動に関する先行研究数(編) 









































べた増渕らの調査では，小学 6年生の約 1割が Tシャツを 11 枚以上所持しており，約 3割
は所持枚数がわからなかった 8）。また，小，中，高校生を対象とした岡村らの調査では，衣










































































































































  着用･着装行動研究は，学生を調査対象としたものが最多の 54 編で，そのうち女子学生
のみを対象としたものは 24 編，男女学生を対象としたものは 25 編であった。しかし男子
学生のみを対象とした調査はわずか 5編であった。｢学生｣に次いで 49 編が「成人」を調査
対象としていた。これは対象となる年齢層が幅広いためで，このことについては後述する。 
 中学･高校生を対象とした調査はそれぞれの区分で 7～9 編行われていたが，男子生徒の
みを対象とした調査が女子生徒のみを対象とした調査よりも多かった。小学生は 6 年生を




図表 16 は「成人」を調査対象とした研究 49 編について，その属性を示している。調査
対象となった「成人」のうち，20 代，30 代のように年代によって属性を規定した調査は，
男性で 2編，女性で 6編，男女両方を対象とした調査は 16 編であった。男女両方を対象と
した調査のうち，6編は 65 歳以上の高齢者を対象としていた。「成人」を職業の有無によっ





































図表 16 成人調査対象者の属性（性別）(編) 
 































る人を対象とした調査は女性で 1 編，男女で 1 編ずつであった。震災の被害を受けた人を
対象とした調査は，女性に対して 2編で調査されていた。 









図表 17 調査対象者の属性（年代別）(編) 
 











































54 編は配票留置，38 編は集合調査，5 編は郵送調査であった注1）。面接・聞き取り調査は 7
編で行われていたが，その対象は高齢者 2 編，障害者 2 編，被災者 2 編，幼児 1 編であっ









































 抽出論文 101 編のうち実態調査は 34 編，行動規定要因に関する内容は 67 編であった。








図表 19 着用･着装行動研究の内容分類(編) 
 
※ 実態調査の内容は複数カウント 





















16 編，7編，44 編に整理された。 
分類 編 内容 
実態調査 34 
子ども 13，学生 10，保護者 6，成人 5，高齢者








態度 23，パーソナリティ 8，ライフスタイル 7，

























































（プロセス）」である 40)。意思決定のプロセスには諸説あるが，花城 41)は (a)目的の明確化，





























































































































































































































































































































































で,営業年数は 1 年から 8 年以上と幅があった。4 店のうち 1 店はショッピングモール内の
テナントとして営業しているが，他は路面店である。ヒアリングは 2013 年 3 月から 4月に






図表 24 調査対象店舗の概要 
 




































































































































































6） 筆者による K氏，ヒアリング調査，2013 年.3-4 月  
7） 筆者による F氏，ヒアリング調査，2013 年.3-4 月  
8） 筆者による S氏，ヒアリング調査，2013 年.3-4 月  
9） 筆者による T氏，ヒアリング調査，2013 年.3-4 月  

















































































































































6） 株式会社三菱総合研究所；「平成 23 年度『家庭教育支援の効果に関する調査研究』報
告書」，http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/katei/1323487.htm（2012） 

















第 4 章 篠塚致子；「子どもの消費者市民性を培う衣生活教育―服装選択における意思決定
に関する先行研究―」，『こども環境学研究』，9（2），(CN.25)，pp.79-85（2013） 






また，長崎大学大学院 水産・環境科学総合研究科 戸田清 教授，ならびに同大学院 同研究
科 菅原潤 教授には，副査をお引き受けいただき，審査委員として多様な視点からご助言
をいただきました。深く感謝申し上げます。博士課程への進学及び修学につきましては，
尚絅大学・同短期大学部 大羽宏一 学長，ならびに尚絅大学短期大学部 総合生活学科 川口
惠子 学科長にご配慮いただきました。 
 奈良女子大学名誉教授 諸岡英雄 先生，ならびに京都女子大学 家政学部 教授 ･ 富山大
学名誉教授 諸岡晴美 先生には，博士課程進学以前から今日にいたるまで，折に触れて広
範な場面でご教授いただきました。変わらぬご厚意に心から感謝申し上げます。 
 最後に，いつも傍らで見守り支えてくれた人には，感謝の気持ちを伝えようにも，ふさ
わしい言葉が見つかりません。 
ここに研究遂行の過程で関わったすべての方々を想い，謝辞といたします。 
